
 

 

 

 

 

 

 

 

 

●保険料率  

保険料率は６.０％に据え置きました。 

当組合の保険料率改定ルールでは、原則３年に一度保険料率の見直しを行うこととしております。同保険

料率は今年度で３年目に当たることから、来年度は増加傾向の組合員の医療費や高齢者向け納付金、そして

積立金の額を考慮して保険料率の見直しを行う見込みです。 

 

●収入  

主な収入である保険料収入は、６３億７６百万円を見込みました。被保険者数は、７，５８３名と前年度

決算見込より微増する見込みです。なお、平均標準報酬月額及び総標準賞与額は若干の減少が見込まれ、増

大する医療費や高齢者向け納付金等の支出が賄いきれないと考えられるため、繰入金として８億円を計上し

収支の均衡を保つ予定です。 

 

●支出 

令和６年度予算における支出総額は、予備費を除き６２億４４百万円を見込みました。組合の主な支出は、

医療費と高齢者向け納付金で占められています。 

  

  

去る２月２１日の組合会で、令和６年度予算が決議されましたので、その概要をお知らせいたします。 

【一般勘定】医療費・納付金等の支払のための勘定 

〇保険給付費（医療費） 

医療費は、医療の高度化・高額化・一部高額医療費の発生や出産育児一時金の増額等を踏まえ、令和

６年度は前年度決算見込対比６．０％増の２４億８０百万円の見込としました。 

 

〇納付金 

高齢者医療制度への納付金は、前期高齢者納付金が前年度決算見込より３億５２百万円増の７億８３

百万円、後期高齢者支援金については前年度決算見込より１億２４百万円増の２１億６２百万円、予算

総額として前年度決算見込より４億７６百万円増の２９億４５百万円としました。 

我が国の高齢者医療制度は、７５歳以上を対象とする後期高齢者医療制度と、６５歳以上７４歳以下

を対象とする前期高齢者医療制度に区別されます。いずれの制度においても制度単体での運営が困難で

あることから、健康保険組合をはじめとする保険者が多額の医療費支援金を拠出することで運営が賄わ

れています。 

 

〇保健事業費 

保健事業費は人間ドック補助項目の充実化により受診者数が増加すること等を見込み、前年度決算見込

比９２百万円増、総額５億９百万円を見込みました。保健事業費は皆様の健康を維持するための費用であ

り、国が提唱する日本再興戦略に基づいて進められているデータヘルス計画にも関係しているなど、その

重要度は増していますので、今後も当組合は力を入れてまいります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険料は、介護保険制度全体を支える費用として国から示された金額を支払うために、４０歳以上６５歳

未満の会社にお勤めされているご本人（被保険者）から徴収しているものです。令和６年度の介護納付金は、令

和５年度より５４百万増の８億２１百万円であったため、介護保険料率は前年度より０．１２％上げて１.７４％

としました。 

 

  

【介護勘定】介護保険制度維持のための勘定 

◆収入支出内訳（被保険者一人当たり） 

【収入】８４０，８６０円 【支出】８４０，８６０円 

（億円）

・被保険者数 7,583 人

・平均標準報酬月額 671,777 円 健康保険収入（保険料） 54.9 事務費 1.4

・総標準賞与額 312億97 百万円 繰入金 8.1 保険給付費 24.8

・平均年齢 43.52 歳 財政調整事業交付金 0.3 納付金 29.5

・扶養率 1.07 人 その他 0.5 保健事業費 5.1

・収入支出予算（総額） 63億76 百万円 財政調整事業拠出金 1.6

・収入支出予算（被保険者一人当たり） 840,860 円 予備費・他 1.4

・保険料率 6.00 ％ 収入合計 63.8 支出合計 63.8

予算の基礎数値 　　　　　　　　収入支出予算　　　　　　

収入 支出

・介護保険第２号被保険者たる被保険者数 3,771 人

・平均標準報酬月額 707,683 円

・総標準賞与額 152億53 百万円

・収入支出予算（総額） 8億76 百万円

・収入支出予算（介護保険第２号

被保険者たる被保険者一人当たり） 232,374 円

・介護保険料率 1.74 ％

予算の基礎数値（40歳以上65歳未満） （億円）

介護保険収入 8.2 介護納付金 8.2

繰越金 0.6 予備費 0.6

収入合計 8.8 支出合計 8.8

　　　　　　　　収入支出予算　　　　　　

収入 支出


